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１. 立地適正化計画とは



3立地適正化計画とは

将来の人口減少や少子高齢化社会を見据え、持続可能なまちづくりを実現するための

中長期的な指針です。この計画では、まち全体の将来像を描きながら、医療・福祉・

商業、公共交通等の生活サービス機能を適切に配置することを目指しています。

図 広島県HP

市民の皆さんが地域で暮らし続けることができるまちづくりを目指すもの



4立地適正化計画で決めること

①立地適正化に関する基本的な方針 まちづくりの理念や目標、目指すべき都市像。

②居住誘導区域
都市機能やコミュニティが持続的に確保されるよう、
居住を誘導すべき区域。

③都市機能誘導区域
生活サービス施設（医療・福祉・商業施設等）を誘
導すべき区域。

④誘導施設 都市機能誘導区域ごとに誘導すべき施設。

⑤誘導施策
設定した誘導区域へ居住や都市機能の誘導を図るた
めの施策。

⑥防災指針
居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の
防災に関する指針。



２. 尾道市の現状について



6尾道市の現状 ～人口推移～

・３０年間（平成２ 年 → 令和２ 年）で、市の人口は約２１％減少しています。

図 人口・世帯当たり人員の推移 資料：国勢調査
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資料：国勢調査図 年齢3区分人口の占める割合と推移

尾道市の現状 ～人口構造～

・３０年間（平成２ 年 → 令和２ 年）で、市の老年人口は約６０％増加、

年少人口は約５０％減少しています。
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資料：国土数値情報

S51年 R3年

既存市街地の
周辺部に新たな
建物用地が増加

※「その他の農用地」
→畑、果樹園

※「その他の用地」
→空地、ゴルフ場等

※「その他の農用地」
→麦、野菜等の土地

※「その他の用地」
→空港、空地等資料：国土数値情報

尾道市の現状 ～土地利用状況～

・４５年間（昭和５１ 年 → 令和３ 年）で、建物用地は２倍近く増加しています。
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（億円）

年度

今後40年間

平均122.1億円／年

過去５年間

平均101.8億円／年

試算と実績の差

約20.3億円／年

資料：尾道市公共施設等総合管理計画 R4年6月改訂

図 公共施設等将来更新費用推移

尾道市の現状 ～公共施設の更新費用～

・既存施設の長寿命化など、公共施設のマネジメントが必要です。
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土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域
資料：広島県土砂災害ポータルひろしま

総務省統計局 国勢調査に関する地域メッシュ統計

御調川周辺
御調地域

尾道地域

向島地域

生口島南部

土砂災害

警戒区域
内、特別
警戒区域

居住人口 28,472人 4,897人

尾道市の現状 ～ハザード情報（土砂災害）～

・御調川周辺や生口島南部、市街化区域・用途地域内の斜面地など、市内

全域で土砂災害警戒区域等が広く指定されています。
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➡ 行政サービスが行き届かない

税収の低下により、インフラ(道路・
水道等)の維持管理が難しくなる

➡ 公共交通の減少・廃止

利用者減少により、鉄道やバス
の運行を維持することが困難

➡ 生活サービス施設の撤退

スーパーマーケットや病院の利用者が減少

店や病院がなくなって、
不便だよ

公共交通が使いづらくて
困るな…

安心して
暮らせないよ

このまま人口減少や市街地の低密度化等が進むと・・・

尾道市の現状

人口減少にも対応したまちづくりを進めることが必要



３. 市民アンケートについて



回答者の属性（年齢）

60歳以上：57％

子育て世代：26％
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調査時期

回答者の属性

について

日常生活の

移動環境

日常生活に

必要な機能等
災害対策

尾道市の

将来像

設問項目

ご協力いただき、ありがとうございました！

配布数・回答数

配布数：3,000部

回収数：1,149部

【回収率：38.3％】

（郵送：32.3％ WEB回収：6.0％）

市民アンケートの実施

調査目的

立地適正化計画作成にあたり、市民の日常生活の実態把握や意向を反映するため

令和５年１０月２５日～令和５年１１月１０日



日常生活に必要な機能等

近くに商業施設等がほしい

地域の拠点は、スーパー等となっている

徒歩や自転車移動は、10分未満が理想
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n= 904

図 住んでいるまち(地域)の望ましい姿
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日常生活の移動環境

高齢化の進展により、交通弱者が増加

日常的な移動は、自家用車が多い

公共交通の廃止等による、移動の不安

図 食料品、日用品等を
購入する際の交通手段

自家用車に依存

市民アンケートの結果
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災害対策

多くの市民が、災害危険エリアに居住

災害に対する安全なまちづくりが必要

土砂災害・浸水災害への対策が必要

図 住んでいる地域における災害リスク

土
砂
災
害
特
別
警
戒

区
域
（
レ
ッ
ド
区
域
）

土
砂
災
害
警
戒
区
域

（
イ
エ
ロ
ー
区
域
）

洪
水
浸
水

想
定
区
域

高
潮
浸
水

想
定
区
域

津
波
浸
水

想
定
区
域

わ
か
ら
な
い

該
当
す
る

リ
ス
ク
は
無
い

危険エリアの
近くに居住

移動しやすい公共交通ネットワークへ

移住・定住者の確保

若い人や子育て世代が住みやすい地域

図 望ましいまち(地域)の姿に向けて
取り組むべきこと

尾道市の将来像

公共交通ネットワークの構築
空き家対策

道路整備

子育てしやすい

若い人が住みやすい
働く場の確保

市民アンケートの結果
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・今後の厳しい財政状況を考えると、道路
や下水道の維持管理、また商業・交通・福
祉等の生活に必要なサービスを将来にわ
たって提供し続けることが難しくなります。
・お店や住宅、公共施設等がまとまって立
地する「コンパクトな都市構造」を目指し
ていくことが大切です。

・今後、利用者の減少傾向が見込まれる中
で、住み慣れた地域で暮らし続けられるよ
う、現在のサービス水準を維持し、公共交
通とまちづくりが連携した公共交通の確保
を図ることが課題です。

・自然災害が激甚化・頻発化している中、
住み慣れた地域で住み続けるため、河川改
修等のハード整備による防災対策と居住地
の適正化、避難誘導等のソフト施策を組み
合わせて取り組むことで、災害に対する安
全・安心の確保が課題です。

・人口減少や少子高齢化が深刻化すると、
空き家の増加や地域の活力の低下が懸念さ
れます。
・既存施設の活用、重複する施設の適正配
置、公共交通機関の利便性の向上、定住人
口の確保やコミュニティの維持・活性化な
ど、住み続けられる持続的なまちづくりを
進めることが重要です。

課題４：災害に対する安全安心の確保

課題１：人口減少や少子高齢化に対応
したまちづくり

課題２：都市機能の確保による活力と
魅力の維持・向上

課題３：公共交通の維持・確保

尾道市の現状と市民アンケートからみえる課題



４. 立地適正化計画によるまちづくり
について
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コンパクトシティ

⇒人口密度の維持

ネットワーク

⇒利便性の維持・向上

持続可能なまちづくりとは

■持続可能なまちづくり（人口減少に対応したまちづくり）

どんな効果があるの？？
期待される効果

生活サービス機能・コミュニティの持続

若い世代・子育て世代にも魅力的なまち

高齢者も暮らしやすいまち

行政コストの縮減

環境負荷の低減（自家用車への依存が減るほどCO2排出量が減少）

これから求められるまちづくりとは



19コンパクトシティ・プラス・ネットワークのまちづくり

日常生活で必要な生活サービス施設を
各地域に配置し、人口密度を維持する

駅周辺は都市機能施設等
を増やし利便性を高める

各拠点を結ぶ公共交通を維持し、
快適な移動環境を確保する

〈イメージ図〉

➡地域の拠点に必要な機能を残す

➡高次機能がある拠点ともつながる

誰もが地域で安全・安心に暮らすことができるまち

立地適正化計画の目指すまちづくり
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コンパクトシティをめぐる誤解

一極集中

駅周辺等の主要な拠点に居住や都市機能等

を全て集約させる

※地域を切り捨て、拠点部のみ充実させる

人口の集約

全ての居住者を一定のエリアに集約させる

強制的な集約

居住者を強制的に短期間に移転させる

多極型

中心的な拠点だけでなく、旧市町の役場周辺等

も含めた多極ネットワーク型のコンパクト

化を目指す

全ての人を集約するものではない

拠点の人口密度を一定程度保つことで、

商業施設等を地域の中心的な場所に残す

（=周辺部の方も利用できる）

緩やかな誘導

公共事業や民間への財政的支援等により、

時間をかけて居住の誘導を図る

コンパクトシティ・プラス・ネットワークをめぐる誤解
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■まちづくりの基本理念

まち全体がつながり、これからも地域で安心して
暮らすことができる魅力あふれるまちづくり

多世代が暮らし続けられる安全・快適な住環境の形成

都市の利便性・拠点性・魅力の向上

拠点間及び居住地をつなぐ利便性の高い公共交通ネットワークの維持・確保

まちづくりの基本方針

①居住

②都市機能

③交通

①立地適正化に関する基本的な方針（まちづくりの基本理念・基本方針）
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中心拠点（広域交流拠点）

地域拠点

御調支所、向島支所、瀬戸田支所、
美ノ郷町三成周辺、因島中庄町周辺

中心拠点（都市拠点）

因島総合支所周辺

尾道駅・尾道市役所周辺

中心拠点（活力創造拠点）

新尾道駅周辺

生活拠点

浦崎支所、百島支所周辺

中心拠点（都市活力向上拠点）

東尾道駅周辺

⇒市民生活等に必要な機能
を集積する市街地や既存集落等

拠点

■（将来の）まちの姿

⇒広域、都市内、地域間の
連携を強化する主要な動線

軸

鉄道・通路・航路

⇒市内各所からの公共交通
アクセス性に優れ、高次の
都市機能を提供する拠点

中心拠点

⇒地域住民に、主として
日常的な生活サービスを
提供する拠点

地域・生活拠点

①立地適正化に関する基本的な方針（将来都市構造）
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立地適正化計画における将来都市構造
拠点 場所/位置 考え方

中
心
拠
点

広域交流
拠点

尾道駅・尾道市役所周辺地域
市民全体の多様な都市生活や都市活動を支える中心拠点として、また、観
光客等の市外から訪れる人の交流の場となるよう、適切な都市機能の集積
や居住の誘導を図ります。

都市活力
向上拠点

東尾道駅周辺地域
広域交流拠点を補完するとともに、本市をけん引する地域として、生活
サービス機能の更なる充実やにぎわい空間の創出等に向けて、都市機能の
集積や居住の誘導を図ります。

活力創造
拠点

新尾道駅周辺地域
広域交流拠点を補完するとともに、市内中心部から北部地域にかけての幅
広い地域の生活を支える拠点として、都市機能の集積や居住の誘導を図り
ます。

都市拠点 因島総合支所周辺地域
因島瀬戸田地域及び周辺島しょ部を支える拠点として、都市機能の集積や
居住の誘導を図ります。

地域拠点

御調支所周辺地域
向島支所周辺地域
瀬戸田支所周辺地域

周辺地域の生活を支えるため、各地域で住み続けられるよう都市機能や居
住の誘導を図ります。

美ノ郷町三成周辺地域
都市計画マスタープランにおいて、交通拠点として位置付けていますが、
周辺及び北部地域の生活を支える拠点として、都市機能や居住の誘導を図
ります。

因島中庄町周辺地域
都市計画マスタープランにおいて、工業・流通拠点として位置付けていま
すが、日常生活を支える都市機能や居住が集積しているため、地域拠点と
しての誘導を図ります。

生活拠点
浦崎支所周辺地域
百島支所周辺地域

徒歩ベースの日常的な生活活動を支える拠点として、他の計画等と連携し、
地域での生活利便性を維持します。

■目指すべき将来都市構造

①立地適正化に関する基本的な方針（将来都市構造）



■居住誘導区域とは

24②居住誘導区域

人口減少の中にあっても、一定のエリアにおいて人口密度を維持すること
により、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を
誘導すべき区域。

① 居住の利便性が高い区域

・計画的な市街地形成が図られてきた

区域

・医療・福祉・商業等が充実した地域

（拠点）へのアクセスが容易な区域

・将来にわたって一定の人口密度が

持続できる区域 等

② 居住を考慮すべき区域

・災害リスクの高い区域（土砂災害特別

警戒区域 等）

・法令により住宅の建築が禁止されて

いる区域（農用地区域 等）

・誘導区域に含めることを個別に検討

すべき区域（工業系土地利用 等） 等

―

居住誘導区域を設定

■居住誘導区域の設定（市街化区域内であり、次の①から②を除いた区域）
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居住誘導区域 居住誘導区域

尾
道
駅 尾

道
市
役
所

東尾道駅

新尾道駅

三美園団地

平原団地

旭が丘団地

新高山団地

ひよりが丘団地

吉和IC

②居住誘導区域（尾道地域）

西瀬戸尾道IC

尾道地方合同庁舎
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居住誘導区域

公
立
み
つ
ぎ
総
合
病
院

道の駅クロスロードみつぎ

御調支所

②居住誘導区域（御調地域）
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居住誘導区域

市民センター
むかいしま

サンボル尾道

②居住誘導区域（向島地域）
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居住誘導区域

因
島
総
合
支
所

三
庄
公
民
館

重
井
公
民
館

因
島
医
師
会
病
院

②居住誘導区域（因島地域）

因北小学校
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居住誘導区域

瀬戸田市民会館 瀬戸田支所

瀬戸田福祉保健センター

瀬戸田高等学校

②居住誘導区域（生口島地域）



30②居住誘導区域（届出制度）

■居住誘導区域に関する届出・勧告

居住誘導区域外で下記の行為を行おうとする場合には、届出が義務づけられ
ます。



■都市機能誘導区域とは

31③都市機能誘導区域

医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心となる拠点に誘導することによ
り、これらの各種サービスの効率的な提供が図られるよう定める区域。

①都市の拠点として位置づけられている
区域

・立地適正化計画における各拠点

（尾道駅・尾道市役所周辺地域、新尾

道駅周辺地域、東尾道駅周辺地域、

各支所周辺 等）

都市機能誘導区域を設定

＋

②都市機能が充実している区域

・既に都市機能が集積している区域

・アクセス利便性が高い区域 等

■都市機能誘導区域の設定（居住誘導区域内であり、次の①と②を満たす区域）



居住誘導区域

32

都市機能誘導区域
居住誘導区域ああ

尾
道
駅 尾

道
市
役
所

東尾道駅

新尾道駅

③都市機能誘導区域（尾道地域）

尾道地方合同庁舎
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都市機能誘導区域
居住誘導区域ああ

公
立
み
つ
ぎ
総
合
病
院

道の駅クロスロードみつぎ

御調支所

③都市機能誘導区域（御調地域）
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都市機能誘導区域
居住誘導区域ああ

市民センター
むかいしま

サンボル尾道

③都市機能誘導区域（向島地域）
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都市機能誘導区域
居住誘導区域ああ

因
島
総
合
支
所

③都市機能誘導区域（因島地域）

因北小学校
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都市機能誘導区域
居住誘導区域ああ

瀬戸田市民会館 瀬戸田支所

瀬戸田福祉保健センター

③都市機能誘導区域（生口島地域）

瀬戸田高等学校



37③都市機能誘導区域（届出制度）

■都市機能誘導区域に関する届出・勧告

都市機能誘導区域外で下記の開発行為等を行おうとする場合、もしくは都市機
能誘導区域内で誘導施設の休廃止を行う場合には、届出が義務づけられます。



38④誘導施設

市民の生活の豊かさや利便性の向上、まちの賑わいを生み出す観点から、
都市機能誘導区域内に立地を誘導(維持)する施設。

■誘導施設とは

■誘導施設の例 ※拠点ごとに必要な誘導施設を設定します。

商業施設市役所・支所 病院・診療所 郵便局



39④誘導施設（中心拠点）

拠点 場所/位置 本市における誘導施設

中
心
拠
点

広
域
交
流
拠
点

尾道駅・尾道市役所周辺地域

行政施設（本庁舎）
地域包括支援センター
子育て支援施設(子育て支援センター・子育て世代包括支援センター)
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（病院・診療所）
金融機関（銀行・信用金庫・郵便局【本局含む】）
文化施設（市民交流施設・図書館）

都
市
活
力

向
上
拠
点

東尾道駅周辺地域

地域包括支援センター
子育て支援施設(子育て支援センター・子育て世代包括支援センター)
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（病院・診療所）
金融機関（銀行・信用金庫・郵便局）
文化施設（市民交流施設）

活
力
創
造
拠
点

新尾道駅周辺地域

地域包括支援センター
子育て支援施設(子育て支援センター・子育て世代包括支援センター)
保健センター
総合福祉センター
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（病院・診療所）
金融機関（銀行・信用金庫・郵便局）
文化施設（市民交流施設）

都
市
拠
点

因島総合支所周辺地域

行政施設（支所）
地域包括支援センター
子育て支援施設(子育て支援センター・子育て世代包括支援センター)
保健センター
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（病院・診療所）
金融機関（銀行・信用金庫・郵便局）
文化施設（市民交流施設・図書館）



40④誘導施設（地域拠点）

拠点 場所/位置 本市における誘導施設

地
域
拠
点

御調支所周辺地域

行政施設（支所）
地域包括支援センター
子育て支援施設(子育て支援センター・子育て世代包括支援センター)
保健センター
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（診療所）
金融機関（郵便局）
文化施設（市民交流施設・図書館）

向島支所周辺地域

行政施設（支所）
地域包括支援センター
子育て支援施設(子育て支援センター・子育て世代包括支援センター)
保健センター
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（診療所）
金融機関（郵便局）
文化施設（市民交流施設・図書館）

瀬戸田支所周辺地域

行政施設（支所）
地域包括支援センター
子育て支援施設(子育て支援センター・子育て世代包括支援センター)
保健センター
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（診療所）
金融機関（郵便局）
文化施設（市民交流施設・図書館）

美ノ郷町三成周辺地域
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（診療所）
金融機関（郵便局）

因島中庄町周辺地域
商業施設（1,000㎡以上）
医療施設（診療所）
金融機関（郵便局）



41⑤誘導施策

立地適正化計画におけるまちづくりの基本理念・基本方針の実現のために行う施策。

■誘導施策とは

〈まちづくり
の基本理念〉

ま
ち
全
体
が
つ
な
が
り
、
こ
れ
か
ら
も
地
域
で
安
心
し
て

暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
魅
力
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り

都市機能誘導

居住誘導

交通

都市の利便性・拠点性・
魅力の向上

多世代が暮らし続けら
れる安全・快適な住環
境の形成

拠点間及び居住地を
つなぐ利便性の高い
公共交通ネットワーク
の維持・確保

〈基本方針〉 〈誘導施策(案)〉

既成市街地における拠点性の向上

地域の特性を活かした魅力ある都市空間の形成

①都市機能の強化と利便性の向上
②都市基盤の整備
③都市のスポンジ化対策の推進

①多様な世代の交流・活動の支援
②関係人口・交流人口の受入環境の整備
③地場産業の育成や企業誘致

多世代に選ばれる居住地の形成
①まちなか居住の促進
②子育て世代や若者等のニーズを踏まえた住環境の整備
③移住・定住の促進

安全・安心を実感できる住環境の実現

①生活基盤が整った住環境の形成
②既存ストックの有効活用
③あらゆる世代の生活を支える住環境の構築
④市街地における防災力の向上

持続可能な交通ネットワークの構築

①地域の実情や利用実態に応じた交通手段の構築
②複数の交通手段間の連携
③公共交通の利便性向上
④地域間を結ぶ道路網の形成



42

都市機能誘導に関する施策

誘導施策 施策の概要

既
成
市
街
地
に
お
け
る

拠
点
性
の
向
上

都市機能の強化と利便性の向上
都市機能誘導区域内へ公共施設・民間施設等の立地を進
めることにより、都市の生活利便性の向上を図る。

都市基盤の整備
都市環境の向上を図るため、都市計画道路等の都市イン
フラの整備を行う。

都市のスポンジ化対策の推進
空き家や空き地等の有効活用により、誘導施設の整備を
推進する 。

地
域
の
特
性
を
活
か
し
た

魅
力
あ
る
都
市
空
間
の
形
成

多様な世代の交流・活動の支援
日常生活を支える公共施設の再編等により、人が集える空
間を整備し、多様な世代の交流の場を創出する。

関係人口・交流人口の受入環境
の整備

シティプロモーションの強化や観光まちづくりの推進によ
り、関係人口・交流人口の増加を促すとともに、受入環境
の整備を図る。

地場産業の育成と企業誘致
産業の育成・強化や新たなしごとの場を創出するため、誘
導区域内への事業所の立地支援等を行う。

⑤誘導施策
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居住誘導に関する施策

誘導施策 施策の概要

多
世
代
に
選
ば
れ
る

居
住
地
の
形
成

まちなか居住の促進
まちの活力の創出や都市機能施設の維持を図るため、拠
点周辺への居住を促進する。

子育て世代や若者等のニーズを踏
まえた住環境の整備

子育て世代や若者世代の流入促進・転出抑制を図るため、
子育て世帯等の住居や市内での働く場の確保に対する支
援等の住環境の整備を行う。

移住・定住の促進
移住・定住に係る情報発信や相談体制の充実により、移
住・ 定住を促進する 。

安
全
・
安
心
を
実
感
で
き
る

住
環
境
の
実
現

生活基盤が整った住環境の形成
生活基盤の整備・維持管理の推進により、良好な住環境
の形成を図る。

既存ストックの有効活用
既存住宅の改修の促進や、関係団体と連携した空き家・
空き地等の 流動化を 図る。

あらゆる世代の生活を支える住環
境の構築

子育て世代や高齢者等のニーズを踏まえた住まいの確保
や生活支援サービスの充実により、住み慣れた地域で、
安心して暮らせる住環境を構築する。

市街地における防災力の向上
大規模災害に対応するため、防災関連施設の整備や自主
防災活動の促進など、市街地の防災力の強化を図る。

⑤誘導施策
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交通に関する施策

誘導施策 施策の概要

持
続
可
能
な
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

地域の実情や利用実態に応じた交通
手段の構築

効率的で持続可能な交通体系のあり方や、地域の実情や
利用実態にあった移動手段の検討により、市民の生活に
欠かすことのできない地域公共交通の維持・確保を図る。

複数の交通手段間の連携

鉄道や路線バス、航路を基幹とし、コミュニティバスや
デマンド交通等で連携・補完しながら、持続的な地域公
共交通の提供を図る。

公共交通の利便性向上

交通事業者のデジタル化の取組を促進し、IC カードの
利用環境及び案内表示の拡充や多言語化による利便性の
向上を 図る。

地域間を結ぶ道路網の形成
都市計画道路をはじめとする幹線道路の整備等により、
交通ネットワークの強化を図る。

⑤誘導施策



45⑥防災指針

居住誘導区域内にある災害リス
クを踏まえた防災上の課題を抽
出し、防災に関する必要な取組
を位置づけます。

例：浸水・土砂災害リスクと建物分布

既成市街地にも災害リスクのある
エリアが広がっているため、
この範囲すべてを居住誘導区域
から除外することは困難。

■防災指針とは

近年、頻発・激甚化する自然災害に対応するため、居住や都市機能の誘導を図る
うえで必要となる防災・減災対策を位置付けるもの。



■災害リスク分析

46

洪水浸水想定区域

避難所 避難に時間を要するエリアがあるか

建物高さ 垂直避難が困難な建物はないか

土砂災害警戒区域

道路 寸断されるリスクが生じる道路があるか

都市施設 施設倒壊の危険性がないか

ハザード情報 都市情報 災害リスク分析・課題抽出の視点

人口分布や各種都市施設配置などの現状（都市情報）と災害ハザード情報の重
ね合わせにより、災害発生により想定される実際のリスクを分析しました。

■災害リスク分析の例

⑥防災指針

都
市
情
報

ハザード情報

ハ

ザ

ー

ド

情

報



47⑥防災指針（リスク分析のまとめ（尾道・向島地域））



48⑥防災指針（リスク分析のまとめ（御調地域））



49⑥防災指針（リスク分析のまとめ（因島・生口島地域））



50⑥防災指針（災害リスクを踏まえた防災・減災まちづくり）

主な災害リスク 課題 取組方針

取組方針１ 防災基盤の整備

防災施設・設備の整備や維持管理、安全性
の高い宅地や市街地整備 など

取組方針２ 適切な土地・建物利用の促進

災害リスクが低い地域への居住促進、住宅
や建築物の耐震化や浸水対策 など

取組方針３ 防災体制の強化

避難対策や地域防災力の強化、復旧・復興
体制の整備 など

取組方針４ 都市機能の継続

災害に強い道路ネットワークの構築、都市
機能の継続性確保 など

災害発生を防ぐための
防災施設・設備の整備や
市街地等の改善

被害を回避・最小化する
ための土地・建物利用

安全かつ迅速に避難
できるような体制整備

主要施設や道路などの
防災機能の強化

迅速に復旧・復興できる
ような体制整備

◆建物・人命への直接
的な被害

◆複合災害の発生

◆避難の遅れ

◆医療福祉施設の被災

◆道路寸断による救命
活動や復旧への影響

◆中心市街地や拠点周
辺における被災（被
害拡大、機能停止・
低下）

など

・ 地域の状況や災害リスク分析の結果を踏まえた、施設の整備（ハード）と
仕組みづくり（ソフト）による総合的な対策を推進します。

・ 行政・民間事業者・住民等と連携した防災・減災まちづくりを進めます。



51⑥防災指針（防災・減災まちづくりの取組方針と具体的な取組）

◆河川整備（堤防整備・改修、河道掘削等） 低減

◆監視機能の強化（水位計、カメラ設置等） 低減

◆河川や管理施設の計画的な維持管理 低減

◆河岸浸食などのリスク調査 低減

◆排水施設の整備・改修（雨水幹線、雨水ポンプ場、排水樋門等） 低減

◆排水設備の電源・燃料確保 低減

◆排水樋門等の遠隔操作化 低減

◆排水施設の計画的な維持管理 低減

◆公共施設における雨水貯留・浸透施設の整備 低減

◆住宅、民間施設における雨水貯留・浸透施設の整備促進 低減

◆農地・森林の保全・活用（田んぼダムの普及促進など） 低減

◆既存調整池、農業用ため池等の管理・活用 低減

1-3　海岸保全施設の整備・維持管理 ◆防潮堤・防潮扉等の整備・維持管理 低減

◆法面対策や砂防施設整備等の土砂災害対策工事の実施 低減

◆土砂災害危険箇所等のリスク調査 低減

◆宅地等の嵩上 低減

◆密集市街地の改善（市街地再開発事業、土地区画整理事業等の検討） 低減

◆大規模盛土造成地の安全対策の検討 低減

◆液状化対策の実施 低減

災害
リスク

取
組
方
針
１

防
災
基
盤
の
整
備

1-2　排水機能や貯留・浸透機能の強化

1-5　宅地・市街地等の安全性向上

1-4　砂防施設の整備・維持管理

具体的な取組（案）取組方針（案）

1-1　河川や管理施設等の整備・維持管理



52⑥防災指針（防災・減災まちづくりの取組方針と具体的な取組）

◆開発許可基準の見直しや地区計画等による開発抑制 回避

◆土砂災害特別警戒区域の市街化調整区域への編入の検討 回避

◆災害ハザードエリアからの移転促進（防災集団移転促進事業、がけ地近接等危
険住宅移転事業等の検討）

回避

◆届出制度による居住・都市機能施設の立地誘導 回避

◆不動産取引時における災害リスク情報の周知徹底 回避

◆密集市街地等における建物の不燃化 低減

◆公共建築物の計画的な維持管理 低減

◆住宅、民間建築物の耐震診断や耐震改修の促進 低減

◆空家対策の促進 低減

◆住宅、民間建築物の浸水対策の促進（高層化、ピロティー化、嵩上等） 低減

取
組
方
針
２

適
切
な
土
地
・
建
物
利
用
の
促
進

2-2　住宅・建築物等の安全性向上

災害
リスク

2-1　災害リスクを考慮した
　　　　土地利用規制・誘導

具体的な取組（案）取組方針（案）
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◆避難路の整備・確保 低減

◆避難場所の適正配置・確保 低減

◆民間施設を活用した垂直避難場所等の拡充 低減

◆広域避難場所・指定避難所等の防災機能の強化 低減

◆避難所運営マニュアルの作成 低減

◆避難行動要支援者への支援体制の構築（避難確保計画等の作成推進、福祉避
難所との連携強化等）

低減

◆避難に関する情報発信体制の強化（避難指示や避難所等の分かりやすい情報
発信、情報発信手段の確保等）

低減

◆ハザードマップを活用した災害リスクの周知 低減

◆地域別ハザードマップやマイタイムライン等の作成促進 低減

◆自主防災活動等の促進 低減

◆訓練や講習会等による防災意識の醸成 低減

◆情報収集・発信体制の強化 低減

◆消防機関の危機管理体制の維持・強化 低減

◆各種支援体制の強化（広域支援、民間協定等） 低減

◆地籍調査の推進 低減

3-2　地域防災力の強化

3-3　復旧・復興体制の整備

取
組
方
針
３

防
災
体
制
の
強
化

3-1　避難体制の整備

災害
リスク

具体的な取組（案）取組方針（案）

⑥防災指針（防災・減災まちづくりの取組方針と具体的な取組）
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◆道路整備の推進（都市計画道路の整備、緊急輸送路の確保等） 低減

◆道路の安全性向上（狭隘道路の解消、倒壊リスクのあるブロック塀除去） 低減

◆無電柱化の推進 低減

◆道路の排水機能強化（排水側溝の整備、透水性舗装や雨水浸透ますの設置等） 低減

◆道路施設の計画的な維持管理 低減

◆防災拠点となる施設等の機能維持・向上（防災備蓄、非常用電源の確保等） 低減

◆民間企業おける防災対策の促進 低減

取
組
方
針
４

都
市
機
能
の
継
続

4-1　災害に強い道路ネットワークの構築

4-2　災害時における都市機能の継続性確保

災害
リスク

具体的な取組（案）取組方針（案）

⑥防災指針（防災・減災まちづくりの取組方針と具体的な取組）



５. 今後のスケジュールについて
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令和7（2025）年7月下旬～8月上旬

住民説明会の開催

令和7（2025）年12月頃

パブリックコメントによる意見募集

令和8（2026）年2月中旬

都市再生協議会（外部有識者会議）

令和8（2026）年3月上旬

届出制度の周知 開始

計画の公表 及び 届出制度の運用開始


